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第一章

序論

近年,移動無線通信はその技術的進展により,そのサービス形態も変化している.1990

年以降,国内で急速に普及した携帯電話･PHSの世帯別普及率は現在90%を上回り[1],

通信サービスは多様化が進んでいる.本章ではまず移動無線通信の生い立ちとその技術

及び提供されるサービスの進歩について述べる.次に現在広く普及した無線マルチメデ

ィア通信サービスによって発生する非対称 トラヒックに着眼しその影響について述べ

る.その後,本論文の目的,本論文の構成について述べる.

1.1 移動無線通信システムの変遷

無線通信はG.マルコーニ(1874-1937)により1895年に発明されたと言われている.

当時発明された無線機は火花放電を用いたものであり,船舶に広く利用された.特に有

名な出来事は,1912年のタイタニック号の遭難時に,SOS信号を送信したことである.

その後,国際的に大型船舶の無線機の設置が義務付けられるようになった.当時の無線

通信の大きな役割の一つは安全の確保であり,タイタニック号においても,SOS信号の

発信だけでなく,事故の前には他の船舶からの氷山の情報;天候の情報などが寄せられ

た[2].

その後,1906年に真空管を用いた信号増幅が発明され,1920年に米国でAM(Ampl血de

Modulation:振幅変調)方式によるラジオ放送が開始された.従来の火花放電式無線機で

はモールス符号による変調しかできず,一般の人間が情報を解読できなかったのに対し,

この方式は音声を変調し,伝達することが可能であることから一般の人も伝送情報を解

読することが可能となった.また,複数の放送局の同時放送も可能となった.AM方式

は船舶通信に加え,相次ぐ世界大戦で発達した航空機にも利用された.米国のモトロー

ラ社はそうした放送信号を車両で受信する装置を考案し,実用化に成功した.当時の無

線通信は軍用や警察,消防等,特殊用途にとどまっていたため,その後の一般利用の無

線通信の基礎を築いたモ トローラ社の功績は大きい.

第二次世界大戦の軍用船舶,航空機,車両の著しい発達に伴いそれらに搭載される無

線通信技術も同様に発展した.AM よりも雑音に強いFM (FrequencyModulation:周波数

変調)方式が開発され,戦後,無線通信にも利用されることになった.1979年に,世

界に先駆けて日本の電電公社が自動車電話サービスをFM方式で開始した.その後,こ

の自動車電話を持ち歩けるように改良したものが第一世代 (lG)携帯電話である.移

動局は移動しながら,トランシーバーを利用し,電波を送受する.セルと呼ばれるエリ

アを範囲として,中心に基地局をおいて移動局と基地局を接続し,無線通信を行う方式

をセルラ方式 (cellularSystem)と呼ぶ.送信側と受信側の接続には,FDMA (Frequency
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DivisionMultipleAccess:周波数分割多元接続)方式を採用し,複数の移動局が同時に基

地局と接続するために異なる周波数チャネルを用いて通信を行う.

アナログ方式の雑音や干渉に弱い特性と秘話性のなさを克服したのがディジタル方

式である.さらに,音声の情報圧縮が 1980年代に発達し,ディジタル伝送に必要な周

波数帯域を大きく狭めることができ,アナログ方式より周波数利用効率も改善された.

1990年には欧州においてGSM (GlobalSystemfTorMobilecommunications)による第二世

代 (2G)携帯電話によるサービスが始まった.アクセス方式は TDMA(TimeDivision

MultipleAccess:時分割多元接続)を採用した.他の第二世代携帯電話の通信規格として

PDC(PersonalDigitalCellular)が挙げられる.1993年にNTTドコモがpDCによる携帯

電話サービスである ｢mova｣を開始している.ディジタル方式を採用した携帯電話,

PHS(PersonalHandy･phoneSystem)は従来の携帯電話における音声通信サービスに

加え,ショー トメールサービス (SMS)などのデータ通信が追加された.また,2Gの

中で最も話題になったのがCDMA (CodeDivisionMu叫 leAccess:符号分割多元接続)

であった.米国で提案されたIS-95標準~がCDMAを採用した.CDMAによるサービス

は 1993年から開始され,情報帯域よりもはるかに広い帯域-と拡散符号を用いて干渉

に強くすることで,隣接セルに同じ周波数帯域を利用でき,周波数効率を高くできる.

更に,1999年にNTTドコモが開始した ｢iモード｣によって携帯電話はメールやウェ

ブ対応などの高機能化が実現した.また,移動局の小型化,軽量化も進み,.携帯電話は_

1990年後半から爆発的に普及することとなった.

2000年代になると,第三世代 (3G)携帯電話による通信サービスが始まった.アク

セス方式はCDMAが採用された.2Gで成功をおさめたIS-95よりも帯域を広くしたも

のが標準化された.主なるものは,WCDMA (WidebandCDMA)である.WCDMAの

周波数帯域は約 3.8MHーZであり,上下回線の複信方式は,■上下回線を異なる周波数で

接続するFDD(FrequencyDivisionDuplex)と上下回線を異なる時間区間で接続するTDD

(TimeDivisionDuplex)が採用された.TDDを採用したWCDMAはTD-CDMA (Time

DivisionCDMA)とも呼ばれる.屋外におけるWCDMAの最大伝送速度は384Kbpsで

あり,屋内では2Mbpsである.WCDMAは従来の音声通信に加え,データ通信や画像

伝送も可能なマルチメディアタイプの通信を可能にした.その後,wCDMAを拡張し,

10Mbps以上の高速伝送を実現したHSDPA(HighSpeedDownlinkPacketAccess),HSUPA

(HighSpeedUplinkPacketAccess)が提案,導入された.これを第3.5世代携帯電話と

呼び,テレビ電話,動画配信,音楽配信などの更に大容量なデータ通信サービスを可能

とした.

今後,携帯電話は第四世代-移行する.第四世代携帯電話は 50Mbps～lGbps程度の

超高速大容量通信を実現し,Ⅳv6に対応し,無線LANやWMAX,Bluetoothなどと連

携し固定通信網と移動通信網をシームレスに利用するFMC (FixMobileConvergence)

が実現すると言われている.この様な次世代技術により,トリプルプレイ (TriplePlay)
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と呼ばれる電話,データ通信,ストリーミング配信の融合したマルチメディアサービス

が実現されると言われている.具体的なサービスとしては遠隔医療,遠隔教育,テレワ

ーク (Telework)などが期待されている.

第四世代携帯電話における次世代サービスの実現にはいくつかの課題を抱えている.

第三世代携帯電話で使用している2GHz帯より高い周波数帯を用いる予定であるため,

電波伝搬特性により,サービスエリアが狭くなってしまうことや,電波の直進性が高い

ことにより屋内-の電波が届きにくいことなどが予想されている.
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1.2 マルチメディア通信におけるトラヒック特性

現在の携帯電話では,電子メールの送受信,画像,音楽,ゲーム,動画等の配信,ウ

ェブページの閲覧等,多様なサービスが展開されるようになった.従来の携帯電話で提

供されるサービスは音声通信のみであったが,現在では大容量のデータ配信が可能とな

り,様々な情報を伝送するマルチメディア通信が提供されるようになった.このような

携帯電話における通信サービスの変化により,現在の携帯電話通信システムにおけるト

ラヒック特性も大きく変化している.

従来の音声通信サービスにおいて,移動局は基地局-移動局の音声情報を送信する.

基地局もまた受信局-音声情報を送信する.このような音声通信サービスにおいて,移

動局-基地局間 (上り回線)と基地局-移動局間 (下り回線)で伝送されている情報量

はほぼ等しく,音声通信におけるトラヒック量は上下回線で対称となっていると言える.

これに対しマルチメディア通信サービスでは,移動局は基地局に対し各種サービスの要

求を行う.基地局は要求されたサービスに対応した情報を移動局-配信する.この時の

トラヒック特性は,上り回線におけるサービス要求に必要とする情報量は小さいものと

なるのに対し,下り回線における情報量は非常に大きなものとなる.よってマルチメデ

ィア通信サービスは上下回線で非対称なトラヒック特性を有することとなる.マルチメ

ディア通信は今後さらに進展していくと予想されているため,今後の携帯電話通信シス

テムはトラヒックの非対称性がより顕著なものになっていくと予想される.

現システムにおいて非対称 トラヒックが発生した場合,下り回線チャネル容量の不足,

上り回線チャネル容量の余剰が発生する.無線通信に用いる周波数資源は有限であるこ

とから,上下チャネル容量の過不足は,限りある周波数資源の無駄を生む.また,マル

チメディア通信サービスと既存の音声通信サービスで上下回線に発生するトラヒック

の比率が異なることから,それらの需要が時間帯で変化することによって,上下トラヒ

ック比率が時間変動する.上下トラヒック比率の時間変動は上下回線のチャネル容量の

過不足にも時間変動を引き起こすこととなり,通信サービスの安定供給が困難なものと

なってしまう.ところが,将来的に遠隔医療などの日常生活に根付く高度な携帯電話サ

ービスを提供するためには時間的,地理的条件に関わらず一定晶質の通信サービスが提

供可能であることが重要である.そこで,非対称トラヒック収容は今後,生活に根付く

更に高度な通信サービスを実現していく上で非常に重要な課題であると言える.
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1.3 非対称 トラヒックの対策

非対称 トラヒックを効率的に収容するためには,時間的,地理的条件によって変動す

る非対称 トラヒックに対し,上下回線に対して適応的にチャネル割当を行うことが必要

となる.非対称 トラヒック収容に関しては,これまでに様々な研究が行われている

[3]～[10].しかしながら,TDD(時間分割複信)システムを対象と-した研究例[3]～[7]

は多く存在するが,FDD(周波数分割複信)システムを対象とした研究例【81[91は非常

に少ない.これは,TDDシステムでは,上下トラヒック比率に応じて上下回線のチャ

ネルを時間軸上で動的に割り当てることが可能であり,時間変動する非対称 トラヒック

に柔軟に対応できるためである.一方,FDD方式は,上下回線-のチャネル割当をシ

ステム構築時に決定する方式であるため,システム構築後の上下トラヒック比に応じた

動的無線資源割当は困難である.よってFDD方式を採用したシステムは非対称トラヒ

ック環境においてチャネル利用率の低下を招く事態が予想される.FDD方式は第三世

代携帯電話システムなど現在の携帯電話システムで主に採用されている複信方式であ

るため,今後更に顕著になると予想される非対称トラヒックに対して,FDDシステム

を主に採用している現在の携帯電話システムは今後チャネル利用率の低下を招く事態

が予想される.よってFDDシステムにおける非対称 トラヒックの効率的な収容法を確

立することは非常に重要な検討課題となっている.

.FDDシステムにおける非対称 トラヒック収容法として,本研究室においてこれまで

にマルチホップ伝送を用いた手法を提案してきた[8].本方式では,CDMA/FDDシステ

ムで非対称 トラヒック環境において,下り回線伝送にいくつかの中継局を介して通信を

行うマルチホップ伝送を適用することで下り回線のチャネル容量の増大を図っている.

更に,中継局-中継局聞及び中継局-宛先移動局間伝送("2ホップ目以降伝送",あるい

は,"中継伝送"と呼ぶ)に上り回線のチャネルを利用することで余剰な上り回線のチャネー

ルを下り回線伝送に有効利用する.これによりFDDシステムにおける非対称 トラヒッ

クの効率的収容を可能にしている.しかし,チャネル間で干渉が発生するCDMA方式

では,本方式を導入した場合,下りマルチホップ伝送の中継伝送信号が上り回線伝送-

の干渉となり,上り回線のチャネル容量が減少するという欠点がある.
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1.4 本論文の目的

本論文では,CDMA/FDDシステムにおいてマルチホップ伝送を用いた非対称 トラヒ

ック収容法の欠点であった上り回線の品質劣化を軽減し,更に高効率な非対称 トラヒッ

ク収容法を確立することを目的とする.

CDMA/FDDシステムにおける上り回線のチャネル容量減少は従来法の下りマルチ

ホップ伝送時の中継伝送が上り回線伝送-の干渉となり,それにより上り回線の受信品

質が低下することによって引き起こされる.よって,従来法の下りマルチホップ伝送に

おける中継伝送時の送信電力(中継送信電力)を削減すれば上り回線-の干渉が減少し,

上り回線のチャネル容量減少は軽減される.しかし,中継送信電力の削減は従来法の下

り回線の受信品質を低下させ,従来法の利点である下り回線のチャネル容量増大効果が

得られなくなる恐れがある.

そこで,本論文では,下りマルチホップ伝送の受信品質を確保した上で中継送信電力

を削減する方法を検討し,当該方式の確立を目的とする･これにより上り回線-の干渉

を減少させ,上り回線品質の低下を軽減させることで上り回線のチャネル容量減少の軽

減が期待できる.

本目的を達成するために,下りマルチホップ伝送における受信晶質確保が求められる.

そこで,本論文では従来法の下りマルチホップ伝送に協調通信を導入する.これによっ

て下り回線伝送の受信品質を更に向上でき､中継送信電力削減後も従来法の下り回線の

チャネル容量増大効果を得ることが可能になる.

次に,上り回線の干渉を減少させるために中継伝送における送信電力削減法を提案す

る.これによって下り回線の受信晶質を確保した上で中継送信電力が削減可能となり,

上り回線の受信品質改善及びチャネル容量減少の軽減が期待できる.

このような協調通信及び送信電力制御の導入により,本論文では更に効率的な非対称

トラヒック収容法を実現する.
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1.5 本論文の構成

本論文は次のように構成される.第二章では本論文の基礎的事項となるセルラシステ

ムにおけるシステム構成技術について説明する.ここでは,本論文の対象システムであ

るCDMAセルラシステムの構成技術について述べた後,従来法において導入されたマ

ルチホップ伝送と,･･提案法で導入される協調通信方式について述べる.第三章では,本

論文において問題としているセルラシステムにおける非対称 トラヒックとその対策の

現状について説明する.ここでは,まず非対称 トラヒックの発生要因,特性,通信シス

テムに与える影響,そして対応策の現状について述べる.その後,本研究室において提

案されたマルチホップ伝送を用いた非対称 トラヒック収容法とその特性,問題点に関し

て述べる.第四章では本論文において提案するマルチホップ協調通信を用いた非対称 ト

ラヒック収容法について説明する.ここでは,まず提案法の詳細を述べ,その後,2つ

の中継送信電力削減法に関して述べる.第五章では提案方式の有効性を計算機シミュレ

ーションにより実証する.まずシステムモデルについて述べ,その後,特性評価と考察

を述べる.第六章では本論文のまとめを行う.
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第二章

移動無線通信におけるシステム構成技術

本章は移動無線通信に関する基礎的事項であり,本論文の研究対象システムである

CDMAセルラシステムの諸技術と,近年注目されており,本論文で用いるマルチホッ

プ伝送方式,協調通信方式について述べる.2.1節ではセルラシステムについて述べる.

2.2節でCDMAセルラシステムについて述べる.2.3節では上下非対称 トラヒックに

ついて述べる上で必須となる上下回線の複信方式について述べる.2.4節では従来の非

対称 トラヒック収容法で導入されたマルチホップ伝送について述べる.2.5節では本論

文において導入する協調通信方式について述べる.

2.1セルラ方式

セルラ方式ではサービスを提供するエリアをいくつかのセルに分割する.セルの中心

には基地局を設置され,移動局は基地局を経由して通信を行う.一つのセルがカバーす

るエリアの広さをセルサイズと呼び,セルサイズは移動局の送信電力,伝搬路状況,所

望の信号受信品質,そのセル内で実施されるサービス内容等を考慮して決定される.ま

た,セルサイズによりセルの呼び名は異なる.セルの半径が lKm以上のものをマクロ

セルと呼び,それ未満のサイズでは,マイクロセル,ピコセルなどがあるが,そのサイ

ズの規格は厳密に定められてはいない.このようなセル分割によってセルラシステムは,

セルの組み合わせにより限りなく広いサービスエリアを生成する事が可能となる.また,

全ての通信が基地局を経由して行われることから課金や認証などが容易であるという･

利点もある.

また,セルラシステムでは一つのセル内に複数の移動局が存在する.セル内で一つの

基地局が複数の移動局と同時通信を行うため,セルラシステムではシステムに与えられ

た信号空間 (周波数,時間,符号)を複数のチャネルに分割し,それらを各移動局に割

り当て,基地局と接続し,複数の移動局と同時通信を行う.このような方式を多元接続

と呼ぶ.多元接続については次節で詳しく述べる.

多元接続を行う際,隣接するセル間で同じチャネルを用いて通信を行うと信号の干渉

が発生する.しかし,電波は距離に比例して減衰していくため,同じ周波数チャネルを

用いる基地局間の距離を大きくすれば干渉による影響を小さくすることができる..その

ため,セルラシステムにおいて基地局は,電波干渉の影響が許容できる程度の距離をお

いてチャネルの再利用を行う.これによりチャネル数に対し必要な周波数帯域を減らす

ことができ,周波数利用効率が向上する.

地形,地物などの地理的な影響を無視すればセルの形は円状になる.これら円形のカ
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バーエリアは,隣接するセルとオーバーラップする部分を持ち,このエリアで基地局間

の無線チャネルの切り替え (ハンドオーパー)を行う.オーバーラップするエリアで自

セルとそれに隣接するセルの電波の強さが等しくなる位置をセルの境界と定義し,隙間

無くセルを配置するとセルの形状は正三角形,正方形及び正六角形の三種のうちどれか

となる.現システムでは基本的には図2.1のような正六角形セルを採用している.

一つの基地局で収容でき･るユーザ数はセル内で使用可能なチャネル数によって決ま

る.そのためセルサイズを縮小し,サービスエリア内をより多くのセルで分割した方が

サービスエリア内でより多くの移動局の通信が可能となる点で有利である.しかし,ハ

ンドオーパーの機会が増えてしまうなど,移動局の位置登録や移動局との接続制御とい

った回線制御が複雑になる.また設備面でのコストも増大する.

図2.1:正六角形セルによるサービスエリアの構成図
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2.2 CDMA方式

2.2.1 多元接続方式

移動通信では,一般的にひとつの基地局に対し複数の移動局が接続する形態をとる.

これを実現するために,セルラシステムでは,システム内で信号空間 (周波数,時間,

符号)を分割し複数のチャネルを設定する.基地局は各移動局にこのチャネルを割り当

てることで通信を行う.これを実現する技術を多元接続 (MultipleAccess)技術と呼

ぶ.多元接続方式の主なものとしてFDMA(FrequencyDivisionMultipleAccess:周波

数分割多元接続)方式,TDMA(FrequencyDivisionMultipleAccess:時間分割多元接続)

方式,CDMA(CodeI)ivisionMu.ltipleAccess,符号分割多元接続)方式が挙げられる.

それぞれの接続方式の信号空間をチャネル分割する際のイメージを図2.2-2.4に示す.
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FDMAシステムのチャネル構成
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CDMAシステムのチャネル構成

図2.2:多元接続方式の比較

FDMA方式では,システムに与えられた信号空間を周波数軸上で分割して各周波数

帯域をチャネルとし,一つのチャネルを一つの移動局に割り当てる方式である.信号は

狭帯域で伝送される.信号は時間的に連続であるので,送信にあたって時間的な同期を

必要としない.また受信の際も,信号の復調において高速な同期は必要としない.この

ように実用化の際に技術的困難の少ない方式であったことから,FDMA は第一世代の

携帯電話システムなどで用いられてきた.しかし,FDMAは信号の干渉を防ぐため,

隣接するセルでは同じ周波数を使うことができない.そのため,他の基地局-ハンドオ

ーパーを行う場合,必ず別の周波数帯域に切り替えることになることからハンドオーパ

ーを的確に行う事は困難となる.

TDMA方式では,システムに与えられた信号空間を時間軸上で分割し,分割した各

時間 (タイムスロット)を各移動局に割り当てる.各局は,信号を断続的かつ周期的に

送信する.このため,受信の際各局からの信号の同期が必要となる.高速で通信を行う

ll
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際はこの同期が特に難しい問題となる.通常,移動局の位置の変化などに伴う同期のず

れに対応できるように,ガードタイムが設定されているが,このガードタイムは効率の

悪化に繋がる.また,信号を断続的に送信するため,各移動局の信号電力を高くしなけ

れば信号対雑音比 (SNR)を維持する事が出来ない.TDMAは第二世代の携帯電話シ

ステムであるPDC (PersonalDigitalCellular)などに用いられている.

CDMA方式は,システムに与えられた信号空間を複数の符号系列によって分割し,

それら各符号を移動局に割り当てる.そのためにスペクトル拡散 (SpreadSpectrum:

SS)技術が用いられる.基地局は各信号にそれぞれ違う符号を乗算する拡散処理を行

い,信号を伝送する.CDMAはFDMA,TDMAのような周波数,時間といった物理的

な空間をチャネル化しないため,同一の時間,周波数において複数の信号が伝送される.

そのため符号チャネル間で信号の干渉が発生する.しかし受信局ではそれらの受信信号

に希望チャネルに対応した符号を乗算する逆拡散処理を行うことで希望の符号チャネ

ルのみが正しく復調され,信号の抽出が可能となる.しかし,他チャネルからの干渉が

増大すると逆拡散処理による復調で希望信号が抽出できなくなるため,CDMA方式に

おけるチャネル数は通信晶質によって決まり,他の符号チャネルからの干渉が大きくな

るほど通信品質は低下することとなる.スペクトル拡散については2.2.2節で詳しく述

べる.

CDMA方式は隣接するセルにおいても同一の周波数を利用できることがら,周波数

利用効率が高い,拡散処理による秘話性,秘匿性がある,周波数管理が容易である,多

種類のデータ速度に容易に対応できる,過負荷に対して品質が急激に劣化しない,ソフ

トハンドオーパーが可能であること等,多くの利点がある.CDMAは,移動通信の第

二世代の一部,第三世代の主力として採用されている多元接続方式であり,第三世代に

おいては採用された方式にはWCDMAやcdma2000がある.

12
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2.2.2 スペクトル拡散通信

スペクトル拡散通信とは,情報帯域よりも広い周波数帯域に拡散符号を利用して伝送

させる通信方式である.スペクトル拡散にはDs(DirectSequence:直接拡散)方式,

FH(FrequencyHopping:周波数ホッピング)方式,これらを組み合わせたハイブリッ

ド方式がある.Ds方式は伝送データの信号スペクトルを搬送波信号の速度よりも高逮

な速度の拡散符号と呼ばれる疑似ランダム･データ列を使ってスペク下ル拡散を実現す

る方式である.FH方式では伝送データの信号スペクトルの周波数を高速に切り替えて

伝送することでスペクトル拡散を実現する方式である.FH方式では周波数の切り替え

に一定の時間がかかってしまう欠点があるため,CDMA方式ではDs方式を使用する

のが一般的である.本節ではDs方式によるスペクトル拡散について述べる.

図2.3はDs方式の変調,復調のブロック図である.Ds方式では,送信側でデータ

をディジタル変調した後,更に拡散符号を用いて拡散変調する.このとき,信号の帯域

は拡散変調によって数十～数千倍となる.受信側では送信側と同じ拡散符号により逆拡

散を行った後,情報の復元を行う.復調の際,受信側に加わった干渉,雑音などは拡散

符号との相関が無いため,逆拡散を行った際に広帯域に拡散されることとなる.

この様なスペクトル拡散方式を用いることによりCDMA方式は,情報伝送時の他の

通信に与える干渉電力及び他のシステムから受ける干渉電力を小さくすることができ

る.また強力な秘匿性を得ることができる.

拡散変調器 (送信側)

拡散復調器 (受信側)

図2.3:Ds方式の変復調のブロック図
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2.2.3 CDMAセルラシステム

CDMA方式を移動通信に対し適用する場合,各移動局はそれぞれ異なる符号チャネ

ルが割り当てられ,信号の分離,抽出が行われる.そのためFDMA,TDMAと異なり,

同じ,時間,周波数で多数の移動局を通信させることが可能となる.図2.5は,CDMA

セルラシステムにおいて複数の信号の中から希望の信号 channe1lを取り出す場合の

周波数スペクトル図である.希望信号は,この狭帯域に対応したバンドパスフィルタに

よって他の信号と分離し,信号を取り出す.その後Channel lに関する逆拡散処理を

行うとchannel lの信号のみが復調され,他のチャネルはチャネル相関が低いため復

調されず,狭い周波数帯域の信号となる.

シングルセル構成の通信システムでは,CDMA方式はFDMA方式に対し利用効率で

劣るが,マルチセル構成の通信システムにおいては,CDMAはFDMAに比べ周波数効

率が高くなる.それはCDMAが干渉に強い性質であるために,隣接セルで同一周波数

の利用が可能になるからである.六角形セルによるマルチセル環境において,FDMA

では干渉を避けるために 7セルが異なる周波数帯域を利用しなければならないのに対

し,CDMAは同一周波数帯域を利用できるため,システム全体でみた際周波数利用効

率はFDMAのそれより高いものとなる.

CDMAでは同時通信を行うチャネル数が増えるに従って徐々に通信品質が劣化する

特徴がある..この特徴を利用し,CDMAセルラシステムの音声通信では有昔時に送信

し,無音時には信号送信を停止する送信制御を行う.これをボイスアクティベーション

と呼ぶ.音声通信においては,一方が話すと,他方は聞くことになり,回線が常時音声

で占有されることはない.統計的には3/8が有音で,残りが無音であると言われている.

よって移動局Aと移動局 Bが同じセル内で通信している際,ある瞬間においてどちら

か一方の移動局のみ有音となっている状況が発生する.このときボイスアクティベーシ

ョンを適用すると,互いのチャネルに与える干渉を削減し,一つのセル内で同時通信で

きる移動局数を増加させることが可能となる.FDMA,TDMAではチャネルを全て割

り当ててしまうとそれ以上に通信ができないため,CDMAの様に無音時のチャネルの

無駄を有効利用することはできない.よってボイスアクティベーションは同一の時間,

周波数を用いるCDMAでのみチャネル容量を増加させることができる.

Channel1

Channel2

Channel3

図2.5:複数のCDMA多元接続信号から一つの信号channellを取り出す図
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2.2.4 送信電力制御

CDMAセルラシステムにおいては,受信局での受信信号晶質が一定となるように送

信電力を制御する送信電力制御 (TransmissionPowerControl:TPC)が必須となる.

上り回線において,移動局が同じ電力で信号を送信した場合,伝搬距離の違いによ

って基地局での受信電力に差が発生する.これは,移動局-基地局の距離が長いほど

電力の減衰幅が大きくなるためである.そのため,基地局から遠い移動局の信号晶質

が劣化する.この間題を遠近問題という.この間題は,特定の移動局の通信品質が悪

くなるという状況にとどまらず,システム全体で大幅な効率低下を招く.

一方,CDMAの下り回線では希望信号と干渉信号が同じ経路で受信されるため,逮

近問題の影響はそれほど大きくない.しかし,基地局から同じ電力で信号を送信した

場合,セル境界付近の移動局では他セルからの干渉の影響が大きいため通信品質が劣

化する問題が生じる.この間題は,上り回線と同様に下り回線においてもシステム全

体で伝送効率の劣化を招くこととなる.送信電力制御では,受信局における受信品質

が全ての信号において同じになるように送信電力を制御する.基地局から遠い移動局

の信号は大きな伝搬損失を受けるが,近い移動局の信号は小さな伝搬損失しか受けな

いため,送信電力は基地局から遠い移動局ほど大きくなる.セルラシステムにおいて,

送信電力制御を効率よく利用するには,移動局は最も受信電力が高い信号を送信した

基地局 (接続基地局という)に対して制御を実施する必要がある.-これにより移動局

は送信電力を′J､さくでき,システム全体の効率が向上する.

CDMAセルラシステムで実施されている送信電力制御法は,大別して開ループ制御

と閉ループ制御の2種類の方法がある.

閉ループ送信電力制御

閉ループ送信電力制御では,上り回線と下り回線の伝搬損失を同じと仮定して,移

動局がパイロット信号などの下り回線信号の伝搬損失を計測または推測し,その値に

基づいた上り方向の送信電力決定を行う.FDDシステムなどでは上下回線の伝搬経路

は一般に同一ではないため,開ループ制御の制御精度は低く,いくらかの制御誤差が

発生する.通常,目標受信電力は同じ基地局に接続されている全ての移動局で一定に

設定される.

閉ループ送信電力制御

閉ループ送信電力制御では,上下回線の使用周波数帯域の違いによる制御誤差が存

在した.この影響を′J､さくするために,閉ループ送信電力制御が実施される.

閉ループ送信電力制御では,基地局が移動局の送信した信号の受信電力および平均ビ

ットエネルギ一対干渉電力密度 (Eb/Io)を測定する.

平均Eb/Ioは受信信号の誤り率特性に最も影響を与えるパラメータである.測定され

15

三重大学大学院 工 学研 究科



たEb/Ioが所望値に対し低いか高いかによって,基地局は移動局の送信電力の増減の指

示を示すコマンドを下り回線を通じて送信する.移動局はコマンドの内容に従い,送信

電力の制御を実施する.この場合の電力の制御幅は,1.0[dB]程度が一般的である.

セルラ環境ではマルチパスフェージングにより受信信号が変動するため,さらに各々

の移動局からの信号の受信晶質を測定して,その結果により∴Eb/Ioの所望値を移動局毎

に制御するアウターループ制御と呼ばれる送信電力制御を併用するのが一般的である.

閉ループ送信電力制御の制御誤差は,寸 5-2.1【dB】程度であると言われており,実

際に IS･95(cdmaOne)システムにおいて実験的に求めた値 (1.5-2.5【dB])とほぼ一

致している.
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2.3 複信方式

セルラシステムにおいては,上り回線と下り回線が同時に通信を行うことが必要とな

る.しかし上下回線が同じチャネルを用いて伝送を行った場合,上下回線間での干渉が

発生する.上下回線の信号が干渉しないための方式を複信方式と呼ぶ.複信方式には現

荏,時分割複信 ･(TimeDivisionDuplex:TDD)方式と周波数分割複信 (Freque･ncy

DivisionDuplex:TDD)方式がある.図2.6,2.7に両複信方式の概念を示す.

TDD方式は,通信時間をタイムスロットによって細かく区分し,送信と受信を高速

に切り替えることで擬似的に上下回線の同時送受信を実現する方法である.TDD方式

では実際には同時に送受信が行われることは無いので送受信信号間で干渉が発生しな

いのが特徴である. TDD方式ではスロット幅は数100ps程度であり,タイムスロッ

ト間にはガードタイムが設けられ,上下回線の信号が干渉することを防ぐ.このガード

タイムは移動局⇔基地局間の伝搬時間により決定される.タイムスロット分割はアナロ

グ通信では不可能であることから,アナログ無線通信はTDD方式を利用することがで

きず,後述す.るFDDでのみ利用が可能である.TDD方式を使用する規格としては具
体例としてPHSとTD･CDMA(Timedivision･CDMA)が挙げられる.

FDD方式はアナログ無線通信時代から利用されてきた方法であり,上下回線に異な

る周波数帯域を固定的に割り当てることで同時送受信を実現する方式である.移動局で

は送受信ともに同じアンテナを利用するなど設備の面で共用する箇所があるため,送信

信号が受信器に回り込むことを防ぐために,ガードバンドが必要である.受信信号は基

地局から数十dB以上も減衰して到着することから,送受信間の電力差は大きく,フィ

ルタで十分に送信信号を減衰させるのが困難であるため,中心周波数の5%以上の幅の

ガードバンドが必要と言われる.例として800MHz帯のPDCは50MHzのガードバン

ドを設けている.第三世代携帯電話におけるW･CDMAやCDMA2000ではFDD方式

が採用されており,今後もFDD方式がセルラシステムにおいて主要な複信方式となる

と考えられる.
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図2.6:TDD方式におけるタイムスロット割当

fl･き≡

図2.7:FDD方式における周波数割当
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2.4 マルチホップ伝送

マルチホップ伝送とは,一つまたは複数の中継局を介して送信局から受信局-信号を

送信する方法である.マルチホップ伝送に対して通常の送信局-受信局間直接通信をシ

ングルホップと呼ぶ.

マルチホップ伝送をCDMAセルラシステムに適用する場合,総送信電力の削減が可

能である.総送信電力の削減がされれば他チャネル-の干渉が減少するため信号の受信

品質向上が期待できる.これによって伝送誤り率の向上,周波数利用効率の改善などが

可能となる【111[121.また,シングルホップ伝送では通信できないエリアの通信も可能

となる.しかし,伝送遅延の発生,中継局選択等が必要であるため制御が複雑になる等

の欠点が挙げられる.また,1ホップ目 (基地局-中継局間)と2ホップ目以降 (中継

局-中継局聞及び中継局-移動局間)の伝送を同じ周波数帯域で実施した場合,これら

の通信の間で干渉問題が発生するため,適用方法によっては中継伝送によって干渉量が

増大し,伝送誤り率が悪化することで周波数利用効率がかえって低下する可能性も指摘

されている【13】.しかし,これらの通信を異なる帯域で実施すると干渉問題は発生しな

い.マルチホップ伝送をセルラシステム-適用する場

けるか,他の移動局がその役割を担う.

合,中継局には,専用中継局を設

図2.8に,マルチホップ伝送のシステム構成例を示す.セルラシステムの下り回線に

おいてマルチホップ伝送を適用した場合,マルチホップ伝送は,基地局から中継局-の

伝送,中継局から次の送信先の中継局-の伝迷,中継局から移動局-の伝送にて行われ

る.中継局で,基地局,または別の中継局からの信号を一度復調し,その復調信号を再

び変調して次の中継局または移動局に送信するDF(DecodeandForward)方式と,

中継局で復調せず,送信局からの信号を増幅し受信局-送信するAF(Amplitudeand

Forward)方式がある.

図2.8:マルチホップ伝送のシステム構成例 (下り伝送)
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2.5 協調通信方式

一般に基本的なマルチホップ伝送においては,ホップ数の増加に伴う伝送誤りが伝搬

LEnd-to-Endの信号品質の劣化が生じる.しかし,多段中継を行う際に複数の中継局

を協力させることにより,多ホップ時の特性劣化が軽減できる.また,急に一つの中継

局が中継送信を出来なくなっても,他の中継局が受信局と通信できれば通信が中断され

ないという利点が生まれる.この様な方は協調通信方式と呼ばれ,近年注目されている

技術である【14日 17].

図2.9に協調通信のイメージを示す.各中継は複数の中継局を用いて行われる.送信

局がある中継局-送信した信号は電波伝搬の特性により,周辺の他の中継局-も到達し,

信号受信が可能である.一般的に中継局同士は十分離れていると仮定できるため,同一

情報を受信した複数の中継局が宛先受信局-それぞれ信号を送信し,受信局でそれらの

信号を合成受信すれば,複数のアンテナを利用して信号送信する場合と同等の空間ダイ

バーシチ効果を得ることが可能となる.

協調通信方式は複数の送受信機を用いるMIMO(Multiple-InputMultiple-Output)等と

等価なダイバーシチ効果を得ることができる.また,協調通信では送受信機がMIMOの

様な複雑な機構を持たないでよいため,受信機の負担が軽減される.また,簡易な線形

処理によってダイバーシチ合成が可能となる.特に,センサネットワークや移動通信に

用いられる移動局はコストやサイズに限界があることから,アレイアンテナを利用した

高度な信号処理技術や,高い線形性を有する高出力の増幅器を使うことが難しい.協調

通信方式はその様な移動局を用いた多段のマルチホップ伝送において有効な方式であ

ると言える.

躍♂wy中継局

送信局 ~叩恥%

合成受信

中継局

図2.9:協調通信のシステム構成例
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第三章

非対称 トラヒック

非対称 トラ七ックとは,下り回線で伝送されるトラヒック量と上り回線のトラヒック

量に偏りが生じることである.近年顕著になった非対称 トラヒックは現行のセルラシス

テムにいくつかの問題を発生させる.本章では,セルラシステムにおいて問題となる非

対称 トラヒックについて説明する.3.1節では非対称 トラヒックの発生要因について述

べる.3.2節では非対称 トラヒックの変動特性について述べる.3.3節では非対称 トラヒ

ックによって発生する諸問題について述べる.3.4節では複信方式による非対称 トラヒ

ック対応の相違について述べる.3.5節では非対称 トラヒック収容法の現状について述

べる.3.6節では本論文で着目したマルチホップ伝送を用いた非対称 トラヒック収容法

について述べる.

3.1 非対称 トラヒックの発生要因

非対称 トラヒックの発生要因としては,近年セルラシステムにおいて行われるように

なった大容量データ配信が挙げられる.

これまでのセルラシステムにおける通信サービスは音声通信がその需要の大半を占

めていた.音声通信サービスでは上り回線,下り回線ともに音声情報が伝送されること

となる.そのため,上り回線と下り回線のトラヒック量は均衡が取れた,上下回線対称

のトラヒック特性を有している.

しかし,現在では通信サービスの多様化が進展し,音声通信だけでなく音楽,画像,

動画などの配信,webページの閲覧等,様々な情報が伝送されるようになった.このよ

うなマルチメディア通信は,上り回線と下り回線で伝送される情報の種別が異なる.普

声通信サービスでは上下回線共に音声情報であったのに対し,マルチメディア通信では

下り回線では音楽,動画等の大容量データを,上り回線ではサービス要求のための位置

情報,要求するサービス内容等が伝送されることとなる.この様なサービスをトラヒッ

クの上下対称性の観点で考察すると,下り回線 トラヒックは上り回線 トラヒックよりも

大きく,そのトラヒック量は上下回線で非対称である事が一般的である.これによりシ

ステム内の下り回線のトラヒック量が増加し,上下回線のトラヒック量が下り回線に偏

る非対称なトラヒック特性を有することになる.
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3.2 変動する非対称トラヒック

このような非対称 トラヒック環境において,トラヒックの上下非対称性は,時間帯や

地理的状況において変動する事が考えられる.例えば,上下対称なトラヒック特性を有

する音声通信の需要と,上下非対称なトラヒック特性を有するマルチメディア通信の需

要の割合が変化することでトラヒックの偏りは変化し,それによって上下回線のトラヒ

ック比率は変動することとなる.

時間的変動は時間帯による各種サービスの需要の変化により発生する.日中は音声通

信の需要がマルチメディア通信の需要を上回るが,夜間では音声通信の需要は少なく,

マルチメディア通信の需要が高くなる.このため,音声通信サービスの需要が高い昼間

はトラヒックの偏りは小さくなり,マルチメディア通信サービスの需要が高くなる夜間

は上下トラヒック比の偏りは大きくなると言える.

空間的変動は,特定のサービスを利用するユーザが特定の場所に密集することで発生

する.繁華街等ではマルチメディア通信を利用する頻度が高い若年層のユーザが集まる

ため,非対称 トラヒックは顕著なものとなる.また,イベント会場などのマルチメディ

ア通信を用いるユーザが多く集まる場所では,非対称 トラヒックはより顕著なものとな

る.
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3.3 非対称トラヒックにより発生する問題点

現在のセルラシステムは,上り回線と下り回線のチャネル容量が等しい対称型システ

ムとなっている.それは,従来のセルラシステムにおいて伝送されるトラヒックの大部

分は音声情報であり,音声情報の収容に適したチャネル割当となっているためである.

この様な上下対称なチャネル割当が行われたシステム環境において非対称トラヒック

が発生した場合,上下回線のチャネルの過不足の偏りが発生する.下り回線ではチャネ

ルの不足が発生し,上り回線ではチャネルの余剰が発生する.この問題を解決するため

には,上下回線のチャネル割当を上下回線のトラヒック比率に応じて割り当てることが

必要となる.現システムにおいて,下りに偏った非対称 トラヒックが発生した場合は,

下り回線のチャネルの増大,余剰となっている上り回線のチャネルの下り回線-の割当

変更が必要となる.

また,非対称トラヒックは空間的,時間的変動を有するため,セルラシステムに割当

られたチャネルを,上下回線における平均トラヒック量の比で上下回線に割り当てるこ

とだけでは,効率の良い上下非対称 トラヒックの収容を実現することは不可能であち.

高効率な非対称 トラヒックの収容を実現するためには,地理的条件,時間的条件によっ

て変化する上下回線のトラヒック量に応じた柔軟なチャネル割り当てが可能な高度な

上下回線チャネル割当制御が必要となってくる.
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3.4 複信方式と非対称 トラヒック

上下回線の複信方式によって非対称 トラヒック,特にトラヒック比率の時間変動特性

に対する対応は異なるものとなる.

TDD システムは上下回線をタイムスロットによって分割するシステムであった.そ

のため,下り回線に偏っ･た非対称 トラヒックが発生した場合,その斗ラヒック比率に応

じてタイムスロットを上下回線に振り分けることで上下回線のトラヒック特性に応じ

たチャネル割当が容易に実現できる.この様な利点から,非対称 トラヒックの収容法の

研究は, TDDシステムを対象に行われてきた.

FDD システムは,上下回線に個別に周波数帯域を割り当てることで上下回線の伝送

を分割するシステムであった.このシステムでは,システム構築時に上下トラヒック比

に応じて上下回線の周波数帯域の配分を決定することで上下回線のチャネル割当を非

対称にすることはできるが,一度システムが構築されてしまうと,その後上下回線のチ

ャネル割当を再変更するためには,通信システムを再構築する以外の対応はできない.

つまり,非対称 トラヒックは時間帯によってその比率を変化させるが,この時間変動に

応じた動的な上下回線のチャネル割当は非常に困難である.その様な背景からFDDシ

ステムにおける非対称 トラヒック収容法の研究例は非常に少ないのが現状である.一方,

現在用いられている通信サービスにおいてはFDD方式が主要な複信方式であるため,

FDD システムにおける非対称 トラヒックの効率的な収容法を確立することは非常に重

要な研究課題となっている.
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3.5 非対称トラヒック収容法の現状

3.5.1 TDDシステムを対象とした非対称 トラヒック収容法

非対称 トラヒック収容に関しては,これまでに様々な研究が行われている[3ト【10].

TDDシステムを対象とした研究例【3ト[71の代表的なものとしてShared･T DD[4]方式が

挙げられる.本方式において,上下回線のチャネル割り当て配分を決定する指標として

TDD 境界を用いる.本方式では上下回線に一括して割り振られたタイムスロットを

TDD 境界で上り伝送用のスロットと下り伝送用のスロットに分割,分配する.この

TDD境界をセル内の上下回線のトラヒック比に応じて変動させることで上下回線-の

適応的リソース割当を実現する.システム内において非対称 トラヒックが発生した場合

は,このTDD境界を変化させ,下り回線伝送に用いるタイムスロットの割合を増やす

ことで下り回線で増大したトラヒックを収容し,上り回線の余剰チャネルも有効に活用

できる.

バーチャル二重交差リング (VDSR)手法[7]も挙げられる.本方式は上下回線に割り

当てるチャネルを一括して管理し,更に各ユーザの下りチャネルのパケット到達情報バ

ッファおよび各上りチャネルの送信報知信号による上り送信状況バッファをリング状

に配置する.スケジューリングによって仮想的に全てのユーザが平等に利用できるノー

マル (N)リングと動画,音楽配信の様な大容量データ配信が必要な特殊なユーザのみ

利用可能な (S)リングからなるVDSR リングを作成し,N リングとSリングを交互

に巡回させ,送信待ちのパケットにチャネルを割り当てる.この様なチャネル割当を行

うことによって,各チャネルの送信状況及び QoS状況に応じて公平かつ効率的にチャ

ネルを割り当てることができ,上り/下りを区別せずに公平にチャネルを割り当てるこ

とできる.よって非対称 トラヒック環境におけるチャネルの過不足の偏りの解消が可能

となる.

3.5.2 FDDシステムを対象とした非対称 トラヒック収容法

FDD システムでは,上下トラヒック比に応じて隣接するセル同士のセルサイズを変

更する適応セル制御[8]などが提案されている.この方式は,各基地局がセル領域の大

きさを決定するパイロット信号送信電力と,送信電力制御の目標受信電力を自律的に制

御することによってセルサイズを変更する.この様なセルサイズ変更により,トラヒッ

ク量の大きいセルのセルサイズは縮小し,近隣のトラヒック量の小さいセルのセルサイ

ズを拡大する.この様にしてセル内のトラヒック量の均一化を実現する.適応セル制御

を非対称 トラヒック環境において適用した場合,下り回線と上り回線のセルサイズをト

ラヒック量に応じて個別に変更することで非対称トラヒック収容が可能になる.トラヒ

ック量が増大した下り回線ではセルサイズを縮小し,増大した下り回線伝送のトラヒッ

クをサービスエリア内の他セルと均一化する.また,上り回線帯域で収容できるトラヒ
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ックに余力があるためセルサイズを拡大し,他のサービスエリアのトラヒックを収容す

る.この様な制御によってセル内における上下回線のトラヒック量の偏りを緩和し,そ

の影響を緩和することが可能である.

また,FDD方式において,セル内の通信状況に応じて複信方式をTDD方式に切り

替えることによって非対称 トラヒックの収容を実現するFDD･TDDシステムtlO]･も提

案されている.これはセル内の下りのトラヒック量が少ない時は低い時は既存のシスチ

ム同様に無線チャネルをFDDで使用する.しかし,下り回線のトラヒック量が増大し,

トラヒック比が大きくなった場合,上りの無線チャネルをタイムスロットで分割し,上

り回線のみをTDD方式に切り替える.そして上り回線のタイムスロットの一部を下り

回線に割り当てることで下り回線のチャネル容量を増加させる.

さらに,本研究室においては,下り伝送にマルチホップ伝送を適用して下り回線の受

信品質を向上させチャネル容量の増大を図り,かつ下りマルチホップ伝送における中継

伝送に上り回線の余剰となったチャネルを利用することで余剰となった上り回線のチ

ャネルを有効利用する,非対称トラヒックの効率的な収容法が提案されている.本方式

は本論文で着目した収容方式である.次節で詳しく述べる.
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3.6 マルチホップ伝送を用いた非対称 トラヒック収容法

3.6.1 概要

非対称 トラヒックの高効率収容を実現するためには,下り回線のチャネル容量の増大,

上り回線で余剰となるチャネルを下り回線において有効活用することが求められる.ま

た,これらが時変動する非対称 トラヒック特性に応じて動的に行われることも求められ

る.

本方式ではマルチホップ伝送が,チャネル容量の増大に効果的であるということから,

下り回線伝送にマルチホップ伝送を適用する.これにより,非対称 トラヒック環境で必

要な下りチャネル容量の増大を実現する.また,非対称 トラヒック環境で余剰となって

いる上り回線のチャネルは下り回線伝送に利用可能であることから,マルチホップ伝送

における基地局-中継局間(1ホップ目)の伝送は従来通り下り回線のチャネルを利用し,

中継伝送には上り回線のチャネルを利用する.これにより,上り回線の余剰となったチ

ャネルの有効利用が可能となり,下りチャネル容量を向上させることも可能となる.図

3.1に,上り回線のチャネルを用いた下りマルチホップ伝送方式のシステム構成例を示

す.

しかし,本方式は下りチャネル容量が増大する反面,上り回線の干渉量を増大する結

果となり,上り回線のチャネル容量減少を招く.この容量劣化を抑制するために,マル

チホップ伝送に適用条件を付加する必要がある.

図3.1:上り帯域を用いたマルチホップ伝送
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3.6.2 下りマルチホップ伝送の適用条件

マルチホップ伝送を用いた非対称 トラヒック収容法は下りチャネル容量増加を可能

にするが,上り回線のチャネル容量減少を招く可能性がある.そこで,マルチホップ伝

送を適用する際に,2つの適用条件を付加し,その両方を満たした場合のみ下り回線伝

送にマルチホップ伝送が適用される.

本方式では,以下の条件 (i)(ii)を同時に満たすときにマルチホップ伝送が適用さ

れ,満たされないときはシングルホップ伝送となる.

(i) 〆rec < 甜 rec かつ purec > 乃urec

(ii)月∋ssgl > ZlApw かつ 月∋ssgl> Phlt

(i)はチャネルの品質に対する条件であり下り回線品質が一定値 (THrec)よりも低下

し,かつ,上り回線伝送品質が一定値 (7惣urec)よりも良好な場合にマルチホップ伝送

が適用されることを意味している.(ii)は送信電力に対する条件であり,シングルホッ

プ時の送信電力が一定値 (TApw)とマルチホップ伝送時の総送信電力の両方を上回る場

合にマルチホップ伝送が適用されることを意味している.

各基地局は,一定の観測期間ごとに回線品質の指標として両回線のパケット受信率

plrec,purecを測定し,予め設定したパケット受信率閉値(下り回線 :Tがrec,上り回線 :

TAurec)と比較する.更に,シングルホップ伝送時の送信電力月〕ssglを予め設定した電力

開値 7私W,及びマルチホップ伝送時の総送信電力 Pmltと比較する.これらの比較によ

り,基地局は下りパケットの伝送方法を決定する.ここで,月山 は次式で定義される.

pmlt-P,smlt+Er=riypRSt (3.1)

上式において月∋smltとAsiは,マルチホップ時の基地局送信電力,マルチホップルート

上の各中継局での送信電力であり,Nrlyはルート上の中継局数である.

3.6.3 中継ルー ト選択

中継ルート選択は文献[131で提案されている方式に従う.マルチホップ伝送における

中継ルートは,中継ルートにおける総送信電力が最小となるような中継局を選択するこ

とにより決定される.基地局はサービスエリア内に存在する移動局の位置情報,信号の

減衰量を移動局から知ることができる.基地局は自信に接続している移動局に対し,中

継ルート構築を目的としたルート選択信号を送信する.ルート選択信号を受信した移動

局は,伝搬路情報を基地局-返信する.その信号によって基地局では,各移動局の位置

情報,信号の減衰量を把握する. これらの情報から,基地局は基地局から宛先移動局

までの総送信電力が最′J､となる中継ルートを信号伝送に採用する.
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3.6.4 システム特性と問題点

図3.2-3.4に,マルチホップ伝送を用いた非対称 トラヒック収容法のスループット特

性を示す.スループットとは,単位時間内に送信成功したパケット数で定義する.ここ

ではスロット当たりのパケット送信成功数で表わされる.図の縦軸がスループット,横

軸がスロット当たりの負荷量である.負荷量はスロット当たりにセル内で発生するパケ

ット数で表わされる.比較対象として,マルチホップを行わない,シングルホップ の

場合も評価した.図中の "cony"がマルチホップ伝送を用いた非対称 トラヒック収容法

による特性､"single"がマルチホップ伝送を行わないシングルホップによる特性であ

る｡

下り回線では, 本方式はシングルホップに比べてスループットが増大している.これ

はマルチホップ伝送の導入により下り回線のチャネル容量が増大したこと,マルチホッ

プ伝送の一部に上り回線を利用したことにより,下り回線のトラヒックの一部を上り回

線が収容しているためである.よって本方式は,下り回線においてチャネル容量の増大

が可能であると言える.上り回線では本方式のスループットは低下している.これは,

下りマルチホップ伝送において,上り帯域を用いているため,上り回線における干渉電

力が増大するためである.総合特性では本方式の特性はシングルホップ伝送を上回って

いる.これはマルチホップ伝送を導入したことによる下り回線のチャネル容量の増大が

要因である.

以上をまとめると,本方式は非対称 トラヒック環境において,下りチャネル容量の増

大を可能とする.しかし,マルチホップ伝送の適用条件を設定したにも関わらず,依然

として上り回線の干渉量増大に伴う上り回線のチャネル容量減少を招くという問題が

ある.この間題を解決するためには更なる上り回線劣化の抑制方法を考案しなければな

らない.そこで,本論文ではマルチホップ協調通信方式を用いた非対称 トラヒック収容

法を提案する.詳細は4章で述べる.

29

三 重大学大学院 工 学研 究科



   

 

[tta
Dn
OTS＼Sla増

t!d
]
sln
d
ttBn
o
JttL

[TTaDn
OtSJSla増
t
fd]slndtt
B
n

oJttL

0

5

●4

3

0

5

0

●3

2

2

5

0

●l

一1⊥

∠U

4
●

日日

日
り

2

0

00

●

一

l

1

0

∠U

4

0

0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

Gdnlpackets/slot/cen]

図3.3:上り回線のスループット特性
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第四章

マルチホップ協調通信方式を用いた

非対称 トラヒック収容法の提案

本章では本論文の提案法である,マルチホップ協調通信を用いた非対称 トラヒック収

容法について述べる.提案方式では,マルチホップ伝送を用いた従来の非対称 トラヒッ

ク収容法の欠点であった上り回線の晶質劣化を軽減するため協調通信方式を導入する.

4.1節では提案法の概要について述べる.4.2節では協調通信による信号合成後の信号

晶質計算に関して述べる.4.3節では提案法における二種類の中継送信電力削減手法を

述べる.

4.1 概要

従来法の上り回線のチャネル容量減少を軽減させるためには,下りマルチホップ伝送

の中継伝送時の上り回線-の負担を軽減することが求められる.下りマルチホップ伝送

時の中継伝送における送信電力を削減することで,上り回線帯域-の干渉電力が減少し,

上り回線のチャネル容量減少の軽減が期待できる.しかし,現状のままで中継送信電力

の削減を行った場合,下りマルチホップ伝送のパケット受信率を下げ,従来法の利点で

あった下り回線品質が低下してしまう.従来法の下り回線における品質向上を確保しつ

つ,上り回線品質を向上させるためには,従来法による,下り回線のチャネル容量を維

持できる,マルチホップ伝送における中継送信電力の削減手法が求められる.

従来法では下り回線伝送にマルチホップ伝送を適用していた.このマルチホップ伝送

において,基地局-中継局間の伝送,中継局-中継局間のそれぞれの伝送信号は無線通

信の電波伝搬特性から宛先移動局に到達している場合がある.これらのl"漏れ聞こえる"

伝送信号を宛先移動局で受信し利用することによって,宛先移動局における受信信号の

品質を向上させることが可能となる.この様に下りマルチホップ通信の受信品質をさら

に向上することができれば,中継送信電力を削減して上り回線-の干渉を軽減しても,

従来法と同程度の下り回線の受信品質を確保することが可能である.以上の様な制御を

実現する手段に協調通信方式がある.

そこで,提案法では従来法の下りマルチホップ伝送において協調通信方式を導入する.

協調通信は,送信局と宛先移動局の間に複数の中継局を配置し,送信局からの伝送信号

を一旦中継局で受信し,複数の中継局から同一信号を宛先移動局に送信して,空間ダイ

バーシチ利得を得て信号品質を改善する技術である[18].提案法では従来法の下りマル

チホップ伝送における中継ルートに関して,基地局-中継局間,中継局-中継局間の伝

送から"漏れ聞こえる"信号を宛先移動局で合成受信する.これによって協調通信の複

数の中継局からの同一信号伝送と同様の空間ダイバーシチ効果を得ることができる.こ
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の様な協調通信を適用することよって受信信号電力が増大し,宛先移動局における下り

回線の受信信号品質の向上を図る.

協調通信による下り回線の受信信号品質の向上が実現すれば,中継送信電力を削減し

た場合にも宛先移動局において所望の受信信号品質を確保することが可能となる.そこ

で中継局では協調通信による受信信号品質の改善に応じた送信電力削減を実施する一.中

継局では宛先移動局における協調通信による合成受信後の受信信号晶質が所望の受信

信号晶質となるような送信電力制御を実施する.これによって下りマルチホップ伝送の

受信信号品質は確保され,受信信号品質が過剰となる伝送に対しては受信品質が調整さ

れ,それに伴い中継送信電力は削減される.このような送信電力制御が行われることに

よって従来法の下り回線のチャネル容量を確保しつつ,上り回線に与える干渉を軽減し,

上り回線帯域のチャネル容量減少が軽減されることが期待できる.

図4.1に,提案方式における協調通信のシステム構成例を示す.宛先移動局では,マ

ルチホップ伝送における基地局-中継局間,中継局-中継局間の信号を受信して,これ

らと中継局-宛先移動局間の信号を合成することにより,宛先移動局での受信信号品質

SIR (信号対干渉電力比)を改善する.この効果により中継伝送の送信電力を削減して

も宛先移動局では所望のSIRが得られる.そこで,協調通信による受信 sIR改善度合い

に応じて中継送信電力を削減する.

合成受信 (-信号品質改善)

ご ⊥
宛先移動局

中継局

図4.1:マルチホップ協調通信(提案方式)
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4.2 信号合成後のSm

提案方式では宛先移動局の合成に最大比合成を用いる.最大比合成は各受信信号にそ

れらの受信信号の受信品質に従った重みづけを行い合成することにより,信号合成後の

受信品質を向上させる合成方式である【18】【19].

信号の重みづけの指標とする受信品質には信号対雑音電力比 (SNR)を基準とするの

が一般的である.m個の信号について最大比合成を適用する場合,信号合成後のSNR†

は次のように表わされる[20].

γ 三澤=｡(Ri2)2∑T:0Ri2N-∑r=｡PrJN-∑T=｡yi (4.1)

Riはi番目の信号の包絡線であり,Prlはi番目の信号における受信電力である.Nは

宛先移動局における雑音電力である.よってSNRを受信品質の基準とし重みづけを行

った場合の最大比合成後のSNRは各径路から送信される信号に対するSNRの和となる.

提案法では信号の重みづけの指標としてSIRを基調とする.宛先移動局における朋

をマルチホップ伝送におけるホップ数,Smiを基地局送信信号 (i-0)あるいは各中継送

信信号の受信sIRとすると,宛先移動局における信号合成後のSIRSmdivは各中継送信

信号の受信SIRの和となり,次式によって表わされる.

SIRdiv-∑r=｡PrJI-∑r=｡SIRi (4.2)
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4.3 中継送信電力の削減

CDMAシステムでは,一般にSIR基準の送信電力制御 (TPC)が利用されるが,この

場合,送信局の送信電力は受信局での目標受信SIRで決定される.提案方式では,宛先

移動局において各受信信号を最大比合成するため受信SIRの向上が見込まれる.したが

って中継伝送における目標受信SIRを削減して,その送信電力を小さくしても宛先移動

局において所望のSIRを達成することが可能となる.そこで,提案方式では,協調通信

による受信SIRの改善に応じて中継送信電力を低減することで,上り回線の干渉が低減

され上り回線における品質劣化の抑制を可能とする. 本論文では固定量中継送信電力

削減と動的中継送信電力削減の2つの送信電力削減方式を提案する.

4.3.1 固定量中継送信電力削減

本方式では,協調通信によるSIR改善を見込んだ,一定量の中継伝送送信電力の削減

を行う.中継伝送における目標受信SIRを一定値だけ低く設定し,当該中継伝送におけ

る送信電力を削減することで上り回線の劣化の抑制を目指す.中継伝送送信電力削減前

の中継伝送の目標受信SIRをSIRtgtldB],目標受信SIR削減値をaldB]とすると,一協調通

信導入後の目標受信SIR SIRtgtdivldB]は次式で与えられる･

SIRtgtdiv-SIRtgt-α (4.3)

ここで,SIR基準TPCを実施すると,協調通信導入後の目標受信電力Ptgtdiv【dB]および

中継伝送送信電力Ptxdiv[dB]は次式となる･

Ptgtdiv-SIRtgtdiv+I-PG

Ptx div -Ptgtdiv+loss

(4.4)

(4.5)

上式において,PGは拡散率,IldB]は干渉電力推定値ノ lossldB]は伝搬路の減衰量推定値

を示す.

以上のような協調通信を利用することにより,提案方式は従来法と同等程度の下り回

線におけるチャネル容量の向上を確保しつつ,上り回線の晶質劣化を抑制することを可

能にする.

4.3.2 動的中継送信電力削減

協調通信による受信sIR改善度合いには各々の通信によって違いが生じる.そのため,

前述の固定量中継送信電力削減では,SIR改善度合いが少ない伝送では受信電力の不足

が発生し,受信品質が所望の品質を下回ってしまうことがある.また,SIR改善度合い

が大きい通信においては,受信品質が過剰となることになり,上り回線帯域に余分な負

担を強いることになる.そこで本方式は,宛先移動局における協調通信によるSIR改善
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度合いに応じた中継送信電力の削減を行う.宛先移動局は,中継送信信号の送信に先立

ち,基地局-中継局間の信号が宛先移動局に到達した際の受信sIRを中継局に通達する.

中継局は協調通信による信号合成後のSIRが所望sIRとなるよう中継送信電力を決定し,

パケットを送信する.マルチホップ伝送の最大ホップ数をm､iをマルチホップ伝送の

ホップ数､ブホップ目の中継信号を宛先移動局で受信した際のSIRをSIRadptiとしたとき,

本方式におけるマルチホップ伝送において,中継局における目標受信SIR削減量 α｡dpt,

中継送信電力削減後の中継送信における目標受信SIRSIRtgtad｡t【dB]は,次式となる.

αadpt-∑r-oSIRad,ti
SIRtgtadpt-SIRtgt-aadpt

ここで,αadptは宛先移動局における､協調通信による受信sm の改善量である.ここ

で,固定量中継送信電力削減と同様に,SIR基準TPCを実施すると,協調通信における

目標受信電力PtgtdymldB]および中継伝送送信電力PtxdymldB]は次式となる･

Ptgtadpt-SIRtgtadpt+I-PG

Ptxadpt-Ptgtadpt+loss

以上のような中継送信電力削減を行うことにより,提案法は,下りマルチホップ伝送の

受信晶質を適切に維持しつつ,上り回線のチャネル容量減少の軽減することが期待でき

る.
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第五章

計算機シミュレーションによる特性評価

本章では,計算機シミュレーションを用いて提案方式のシステム特性を調査する.

5.1システムモデル

提案方式の有効性を実証するために,以下のようなCDMA/FDDセルラパケット通信

システムを想定して計算機シミュレーションを行った.

･サービスエリアは19個の正六角形セルで構成され,基地局は各セルの中心に配置さ

れる.

･移動局は各セル内で一様に分布し,セル当りの移動局数はNms個とする.

･上り回線のチャネルアクセス方式はslottedALOHA方式であり,下り回線でもチャ

ネルはスロット構造を有する.セル間のスロット同期は両回線において完全とする.

･各パケットは拡散符号で拡散されており,受信局での符号の衝突は発生しない.

･送信電力は受信局におけるSIRが一定となるように制御し,その制御誤差は無い.

5.1.1伝搬モデル

各無線チャネルは,距離減衰とシャドーイング変動を伴う伝搬損失を受ける.基地局

と移動局(中継局)間の伝搬はマクロセル伝搬に分類されると仮定し,距離減衰係数qBM,

シャドーイング変動は,平均0で,標準偏差oBMldB]の対数正規分布に従う.この時の

送信電力をPtxとしたときの移動局 (中継局)における受信電力Prx,Mは以下のように表
わされる.

P,ⅩBM-Ptx ･10qB"/10/daBM (5･1)

中継局と宛先移動局 (中継局)間の伝搬はマイクロセル伝搬に分類されると仮定し,

直接波と対地反射波の2波モデルの伝搬モデルを仮定する.したがって,ブレークポイ

ントChklm]までの伝搬では距離減衰係数が瓜Ml,ブレークポイント後ではそれが狐M2

であり,そのシャドーイング変動は平均0,標準偏差仇MldB]の対数正規分布に従う.と.

する.中継局-宛先移動局間の距離がブレークポイントより短いときの宛先移動局にお

ける受信電力 p,dxと,ブレークポイントを超える場合の受信電力 P,dxbk は以下のよう

に表わされる.
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p,dx-ptx ･ 10CRM/10/dαRMI

prdxbk-Ptx･log/10/tdaRMl+(a /dbk)aRM2)

5.1.2受信 sm と信号伝送誤り率

(5.2)

(5.3)

CDMA システムでは,各パケットはサービスエリア内から到来する同一回線の他の

パケットと互いに干渉する.更に,提案システムでは下りパケットのマルチホップ伝送

時に,中継伝送パケットは上り回線帯域を用いて伝送されるため,上り回線パケットと

下り回線中継パケットが互いに干渉する.

上り回線のパケットJのSIRSTm(1)Eま次式で求められる.受信局は所望SIR▲労だreq

を満たすパケットを正しく受信できるものとする.

sIRu(i)-PG･Rrx(i)/(∑EI_1Rrx(k)+∑;_TIPrx(k)
k≠t

(5.4)

ここで,PGは拡散利得,Prx(A)はパケットkの受信電力である･Prx(A)は5･1･1節の伝
搬モデルにより計算される.Kuは同一スロットにおいてサービスエリア内で送信され

た上り回線パケットの総数であり,Krmは同様に送信された下り回線の中継パケットの

総数である.

シングルホップ伝送時とマルチホップ伝送における基地局→中継局間伝送時の下り

回線パケット1'のSIRSIRgM(i)は次の式で求められる.

SIRB?M(i,- PG･Prx(i,,((1-Fo)∑冨…iiPrx(k,.∑雷eelPrx(k,) (5･5,

ここで,Kdiは受信移動局 (中継局)に所望パケット1'を送信した基地局と同じ基地局

により同一スロットで送信された下りパケットの総数で,Kdeは坤の基地局によりその

スロットで送信された下りパケットの総数である.Foは直交率であり,同一基地局か

ら送信された信号の受信電力がマルチパス伝搬によりセル内干渉として現れる比率を

表している.

マルチホップ伝送における中継局→中継局間および中継局→移動局間伝送時の下り

回線パケット1'のSIR SIRgM(i)は次の式で計算される.

sIRgM(i,-PG･Prx(i,,匝 1R rx(k,I∑冨望y rx(k,)
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受信信号のSIRがS〃むeqを上回ったパケットは信号伝送が成功し､S〃孜eqを下回っ

たパケットは信号伝送誤りが発生すると仮定する.信号伝送誤りが発生した場合の信号

伝送誤り率月)1は1となり､信号伝送が成功した際の信号伝送誤り率は0となると仮定

する｡よって受信信号のSIRをsIRre｡としたとき､その信号伝送誤り率Alは以下で与

えられる｡

Pbl-
0;SIRrec≧SIRreq

1;SIRrec≦SIRreq

5.1.3トラヒックモデル

(5.7)

各セルでのトラヒックの非対称性を模擬するために,トラヒック非対称率 Rasymを導

入する.Rasymは総トラヒック量 G ｡に対する下り回線のトラヒシク量の比で定義され

る.総 トラヒック量 G ｡は,平均下りトラヒック量 Gdnと平均上りトラヒック量の和で

定義される.また,トラヒック量 a｡,Gdn,Gupは,セルあたりのスロット期間におけ

る平均発生パケット数で与え,本稿では G.とRasymは総てのセルで同一であると仮定

した.またパケット発生は平均総 トラヒック量a｡のポアソン分布に従うと仮定する.
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5.2シミュレーション諸元

計算機シミュレーションで用いた主要な伝送パラメータを表5.1に示す.シミュレー

ションにおいては,2.2節のマルチホップ適用条件で用いられる電力閉値 7私Wの代わ

りに距離閥値 7功distlm]を用いた.T払istはシャドーイング変動を考慮しない基地局･移動

局間伝搬モデルを用いて送信電力を距離に変換したものである.また,上下回線の周波

数割当は1:1とし,マルチホップ伝送の最大ホップ数は2とした.

表5.1:シミュレーション諸元

セル半径 R 500[m】

距離減衰係数 曲 M,瓜 MlaRM2 3.5,2.0,4.0
シャドーイング標準偏差 価M,仇M1,仇M2 7.0【dB]

拡散率 PG 16

ブレークポイント d,k 45【m】

直行率 F. 0.6

上りパケット受信率閉値 TAuREC 0.0

下りパケット受信率閉値 THREC 0.8

拒離開値 7恐dist 300[m】

所要SⅠRSIRreq 5.0[dB]

目標受信SⅠR SIBgt 6.0[dB]

移動局数 (セルあたり) 凡S -1.00.

中継ルー ト上の中継局数 Nrly 1
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5.3特性評価

提案方式の特性評価は,宛先移動局における信号受信後の SIRの分布,パケット受

信率,スループット特性の比較により実施した.

5.3.1 下りマルチホップ伝送における受信sIR分布(圃定量中継送信電力削減)

図5.1,図5.2に,平均パケット発生数Gt0-7.0lpackets/slot/cell]における宛先移動局

における受信 sIRの確率分布と累積分布を示す.グラフにおいて,図 5.1,図 5.2にお

いて,横軸は宛先移動局における受信SIRを表わす.また,図5.1の縦軸はその受信sIR

を得たパケットの確率分布を表わす.図5.2においては,縦軸は宛先移動局における受

信 sIRの--【dB】からその受信SIRまでの累積分布を示す.図中のc̀onv'はマルチホップ

伝送を用いた従来法の特性,p̀rop_const.'は協調通信を導入し,固定量中継送信電力

削減を導入した提案方式を示し,0内は固定量中継送信電力削減における目標受信SIR

削減量α【dB]である.

まず,従来法に協調通信 を適用 し,中継送信電力削減を行 わない提案法

prop｣:onst.(α=o【dB])と,従来法の特性を比較する.図 5.2において,協調通信を導

入した提案法は,伝送パケットの受信 SIRが従来法に比べ大きく向上していることが

分かる.また,従来法では所望 SIRである 5【dB]に達せず,伝送失敗するパケットが

40%以上あるのに対.レ 琴案法を導入した場合は伝送失敗するパケットはそ･の半分未満

の20%まで減少している.これは,協調通信によって宛先移動局における受信SIRが

改善したためである.また,図5.1を見ると提案法は所望受信SIRを大きく上回る伝送

パケットがかなりの割合を占めていることが分かる.これは送信電力の過剰であり,中

継送信電力の大幅な削減が可能であることを表わしている.

ここで固定量中継送信電力削減を行った提案法を比較対象に加える.図5.2において,

目標受信SIR削減量αを大きくすると,その伝送パケットの受信SIRは,中継送信電

力削減を行わない提案法のそれと比べ,低い受信 SIR値において分布のピークを持つ

ようになる.これは,中継伝送における目標受信 SIRを削減して下り中継送信電力が

′J､さくなったことで,宛先移動局における受信 SIRが低下したためである.しかし,

α=6【dB]とした場合においても,提案法において伝送されるパケットは従来法のそれ以

上の受信品質を確保している.しかしα=9【dB]とした場合では,送信失敗するパケット

の量が従来法を上回ってしまう.よって,固定量中継送信電力削減において従来法の下

り回線の受信晶質向上を確保しつつ中継送信電力を削減する場合,α=6【dB]が最も適切
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図5.1:受信 sIRの確率分布 (固定量中継送信電力削減)
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図5.2:受信 sIRの累積分布 (固定量中継送信電力削減)
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5.3.2 下りマルチホップ伝送における受信 sm 分布 (動的中継送信電力削減)

図5.3,図5.4に,平均パケット発生数Gt0-7.0lpackets/slot/cell]における宛先移動局に

おける受信SIRの確率分布と累積分布を示す.'prop_adapt'は協調通信を導入し,動的

中継送信電力削減を導入した提案方式である.比較対象として,従来法と固定量中継送

信電力削減を適用した場合の最適値prop｣:onst.(α=6【dB])を加える.

動的中継送信電力削減を適用した場合においても国定量中継送信電力削減と同様に

協調通信適用による受信SIR改善が成される.しかし,図5.2において,固定量中継送

信電力削減を用いてα=6【dB]とした場合の提案法と比べ,動的中継送信電力削減を用い

た提案法は目標受信 SIRを達成するパケットが多く,全方式の中で最も高い比率とな

っている.また,目標受信 SIRを大きく上回る過剰な受信品質を持つパケットも少な

い.これは,全てのパケット送信において固定的に中継送信電力削減値を決定する固定

量中継送信電力削減に対し,動的中継送信電力削減は,宛先移動局における協調通信適

用後の受信SIRが目標受信SIRとなるよう中継送信電力削減量を決定するためである.

この様なことから,全方式の中で,最も送信電力を効果的に削減できているのは動的中

継送信電力制御を導入した提案法であると言える.
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図5.3:受信 SIRの確率分布(動的中継送信電力削減)
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図5.4:受信 SIRの累積分布 (動的中継送信電力削減)
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5.3.3下 りマルチホップ伝送におけるパケット受信率

図5.3に宛先移動局における,下りマルチホップ伝送の中継局-→宛先移動局間の伝送

でのパケット受信率を示す.横軸は5.1.3節で述べた下り回線における各セル辺りの平

均 トラヒック発生量Gdn,縦軸は宛先移動局におけるパケット受信率を表わす.

まず,従来法に協調通信を適用し,中継送信電力削減を行わない提案法 prop_const

α=o【dB】)と,従来法の特性を比較する.従来法に協調通信を導入すると,宛先移動局

におけるパケット受信率が大きく向上する.5.3.1節で,協調通信によって宛先移動局

における受信SIRが大きく改善され,所望SIRを大きく上回ることが示されている.

これによって受信成功するパケット数が増大したためと考えられる.

ここで固定量中継送信電力削減を行う提案法も比較対象に加える.固定量中継送信電

力削減を適用し,目標 SIR削減量αを大きくしていくと,宛先移動局におけるパケッ

ト受信率は低下する.これは,中継送信電力を削減したことにより宛先移動局における

受信 SIRが低下したことによって受信失敗するパケットが増大したためである.α

=6[dB】とした場合では,提案法は従来法に比べ,低負荷域で品質の劣化が見られる.し

かし,高負荷域で従来法に比べパケット受信率は依然大きく改善されている.しかしα

=9【dB]とした場合では従来法のパケット受信率を大きく下回る領域が多くなり,α

=12【dB]とした場合は更に大きくパケット受信率は減少する.したがって,パケット受

信率の観点から見て,固定量中継送信電力削減を適用した場合はα=6[dB】を超える中髄

送信電力の削減の削減は,従来法の下り回線の受信晶質改善が得られなくなるため,不

適であると言える.

動的中継送信電力削減を適用した場合においても固定量中継送信電力削減を適用し

た提案法と同様に従来法と比べ,宛先移動局におけるパケット受信率に大きな改善がみ

られる.また,動的中継送信電力削減を適用した提案法は,固定量中継送信電力削減に

おいてα=3[dB]とした場合と同等の特性を示している.これは,図5.1において,所望

SIRの5【dB]を下回るパケットの比率がほぼ等しいためであると言える.
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5.3.4下り回線のスループット特性 (固定量中継送信電力削減)

図5.4に,下り回線のスループ ット特性を示す.図中の s̀ingle'はシングルホップ伝

送時の特性を示す.

まず,従来法に協調通信を適用し,中継送信電力削減を行わない提案法prop｣:onst(α

=o【dB】)と,従来法,シングルホップ伝送時の特性を比較する.従来法に協調通信方式

を導入した提案法は,シングルホップ伝送時,従来法と比べ,スループット特性に改善

がみられる.これは協調通信によって下り回線のパケット受信率が向上したためである.

ここで固定量中継送信電力削減を行う提案法も比較対象に加える.固定量中継送信電

力削減を適用し,目標SIR削減量αを大きくするとスループット特性は劣化していく.

これは,中継伝送における目標受信SIRを削減すると下り回線におけるパケット受信

率が低下するためである.そしてα=9[dB]とした場合ではシングルホップ伝送及び,従

来法よりスループット特性が劣化してしまう.また,α=12【dB]とした場合では更に大

きい劣化がみられる.これは,α=9[dB]以降では,中継送信電力が過剰に削減され,従

来法よりも下りマルチホップ伝送のパケット受信率が低下しているためである.
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50

三 重大学大 学 院 工学研究科



5.3.5上り回線のスループット特性 (固定量中継送信電力削減)

図5.4に,上り回線のスループット特性を示す.横軸は5.1.3節で述べた上り回線に

おける各セル辺りの平均 トラヒック発生量G｡pである.まず中継送信電力削減を行わな

い提案法prop｣:onst(α=0[dB])と,シングルホップ伝送及び従来法の特性を比較する.

シングルホップ伝送時に比べ,従来法,提案法はスループット特性が劣化している.こ

れは上り回線帯域を下りマルチホップ伝送に使用しているため,その信号が上り回線伝

送における干渉となり,上り伝送におけるSIRが低下してしまうためである.

ここで固定量中継送信電力削減を行う提案法も比較対象に加える.固定量中継送信電

力削減を適用し,目標受信 SIR削減量 αを大きくしていくとスループット特性の劣化

が緩和されるのが分かる.これは,下りマルチホップ伝送における中継送信電力が小さ

くなったことで,上り回線における干渉電力が削減され,上り回線の SIRが改善され

るためである.
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5.3.6総合スループット特性 (国定量中継送信電力削減)

図5.6に,総合スループット特性を示す.まず, prop｣:onst(α=0【dB])と,シング

ルホップ伝送及び従来法の特性を比較する.協調通信を行い,中継送信電力を削減しな

い提案方式α=0【dB]は,シングルホップ及び従来法に比べ特性が向上している.これは,

協調通信の導入によって,下り回線の受信品質が改善されたためである.

ここで固定量中継送信電力削減を導入した提案法も評価に加える.固定量中継送信電

力削減を適用し,目標受信SIR削減量 αを3[dB1,6[dB]と大きくすると特性に更なる

向上がみられる.これは中継送信電力を引き下げることで上り回線の干渉電力が削減さ

れ,上り回線の受信品質が向上したためである.更に,下り回線では過剰な中継送信電

力削減が削減されたが,所望の受信 SIRを確保できているため下り回線のスループッ

ト特性はあまり劣化していないため総合特性は向上する.しかしα=9[dB】とした場合か

ら徐々にスループ ット特性は劣化する.中継送信電力を削減したことにより,上り回線

のスループットは向上しているが,中継送信電力を過剰に削減してしまったことによっ

て下り回線のスループットが劣化していくためである.この結果から,固定量中継送信

電力削減における目標受信SIR削減量 αの最適値は6【dB】前後が適切といえる.

これらの特性評価から,固定量中継送信電力削減を適用した提案法は,従来法の欠

点である上り回線品質の劣化を軽減し,更に下り回線の受信品質を改善することによっ

てチャネル容量を増大することが可能であると言える.
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5.3.7下り回線のスループット特性 (動的中継送信電力削減)

図5.7に,動的中継送信電力削減を導入した場合の下り回線におけるスループット特性

を示す.比較対象として,従来法と固定量中継送信電力削減を適用した場合の最適値

prop_const.(α=6【dB])を加える.提案法は従来法,シングルホップ伝送に比べ,スル

ープットが向上している.これは,協調通信の導入によって下り回線のパケット受信率

が増大したためである.また,固定量中継送信電力削減における最適値の特性と比較し

ても動的送信電力削減は良好な特性を示している.これは,固定量中継送信電力削減に

おいては下りマルチホップ伝送の通信品質が劣悪な場合にも中継送信電力を固定的に

削減ししまうのに対し,動的中継送信電力削減は,通信品質に余剰がある場合のみ中継

送信電力を削減するため,中継送信電力を削減した際に下り伝送パケットが所望受信信

号品質を下回ることが少なくなるためだと考えられる.そのため,下り回線の受信晶質

が劣悪になる過負荷領域で動的中継送信電力削減は固定量中継送信電力削減の特性を

上回るが,低負荷領域では特性にほとんど変化が無い.
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5.3.8上り回線の総合スループット特性 (動的中継送信電力削減)

図5.8に,動的中継送信電力削減を導入した場合の下り回線におけるスループット特性

を示す.提案法及び従来法は,シングルホップ伝送に比べ,スループット特性が劣化し

ている.これは,下りマルチホップ伝送に上り回線帯域を利用していることによって,

上り回線伝送において干渉が発生し,上り回線のパケット受信率が低下してしまうため

である.しかし,提案法は,従来法に比べ,上り回線のスループット特性の劣化が軽減

されていることが分かる.これは,動的中継送信電力削減によって,協調通信による下

りマルチホップ伝送での受信 SIR改善に応じた中継送信電力削減がなされ,上り回線

に及ぼす干渉が減少し,上り回線のパケット受信率の低下が軽減されるためである.ま

た,固定量中継送信電力削減を適用した特性と比較した場合,最大値では殆ど変化が無

く,その後はスループット特性が低下する.これは,動的中継送信電力削減は,下りマ

ルチホップ伝送の品質を確保した上で中継送信電力を削減するため,下り回線も劣悪な

環境となる過負荷領域では中継送信電力が殆ど削減されなくなるためであると考えら

れる.固定量中継送信電力削減では,過負荷領域においても一律に中継送信電力を削減

するため,上り回線のスループットは動的中継送信電力削減よりも向上する.しかしそ

の結果として,5.3.3節の下り回線のスループット特性では固定量中継送信電力削減の

方が動的中継送信電力削減の特性を下回る結果となっている.
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5.3.9総合スルーブシ卜特性 (動的中継送信電力削減)

図5.9に,動的中継送信電力削減を導入した場合の下り回線におけるスループット特性

を示す.提案法は従来法に比べスループット特性に向上がみられる.これは,協調通信

導入により下り回線のスループット特性が向上したことがあげられる.また動的中継送

信電力削減を導入したことによって上り回線のスループット特性も従来法に比べ改善

されたためである.固定量中継送信電力削減と比べた場合,スループットの最大値が下

回る.これは,この区間において上り回線のスループットに大きな差があるためである.

しかし,動的送信電力削減を用いた提案法も従来法の特性から大きな改善がみられるた

め,協調通信及び動的中継送信電力削減を導入した提案法は,非対称 トラヒック環境に

おいて従来法の欠点である上り回線晶質の劣化を軽減し,更に下り回線の受信品質を改

善することによるチャネル容量の増大が可能であると言える.
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第六章

総括

近年のセルラシステムにおけるマルチメディア通信サービスの進展に伴い,上下回線

非対称 トラヒックが顕著なものとなってきている.この非対称 トラヒックにより,セル

ラシステムは周波数利用率の低下,通信サービスの不安定化等の問題を招くおそれがあ

る.この間題に対し,これまでTDDシステムにおいては対策技術の研究が多くなされ

てきたが,FDDシステムにおける対策法の研究はほんの数例しか存在しないのが現状

である.CDMA/FDDシステムにおける非対称トラヒック収容法の一つとして,マルチ

ホップ伝送を利用した手法が提案されている.この手法は,下り回線伝送にマルチホッ

プ伝送を適用することによって下り回線のチャネル容量を増大させ,余剰となった上り

回線帯域を下り伝送に使用することで,非対称トラヒックの効率的収容を可能にしてい

る.しかしその反面,上り回線のチャネル容量が減少してしまう欠点がある.そこで本

論文では,従来法における上り回線のチャネル容量の減少を軽減し,さらに高効率な非

対称 トラヒックの収容法を確立することを目的とし,マルチホップ協調通信を利用した

非対称 トラヒック収容方式を提案した.

提案方式は従来法の下り回線伝送におけるマルチホップ伝送に協調通信を導入し,下

り回線の受信晶質向上を図る.その受信品質向上に応じてマルチホップ伝送時の中継送

信電力を削減することで,従来法の利点であった下り回線のチャネル容量増大効果を維

持しつつ,その欠点であった上り回線品質劣化を抑制することを可能とする.中継送信

電力削減方式としては協調通信による受信品質向上を見込んで中継送信電力削減量を

決定する固定量中継送信電力削減と,各パケットの調通信による受信品質改善に応じて

中継送信電力を適応的に削減する動的中継送信電力削減の 2つの電力制御方式を提案

した.計算機シミュレーションにより,提案方式の性能評価を行った.スループット特

性による比較によって,提案方式のシステム容量を従来方式と比較した.シミュレーシ

ョン結果より,提案方式を適用したことによって,従来方式の下り回線のチャネル容量

増大を確保しつつ,上り回線の品質劣化を緩和でき,提案方式が非対称 トラヒックの収

容に効果的であることを明らかにした.

本論文の提案方式は,現在商用化されている主要なセルラシステムとして採用してい

るFDD方式を対象としている.そのため,提案方式を現行システムに適用する場合大

幅なシステム構成の変更を必要としない.したがって,提案方式は,今後さらに顕著と

なり益々問題視されると予想される非対称 トラヒックに対し,低コストで高効率な対策

が実現可能である.ゆえに,本論文は今後のマルチメディア通信サービスの更なる進展

を促進するための可能性を示したと言える.
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